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生産側四半期別 GDP の公表が始まる  
 ～産業別の GDP が四半期で把握可能に～ 
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産業別に四半期別のＧＤＰが把握可能に 

 本日、内閣府より生産側の四半期別ＧＤＰ（生産ＱＮＡ）が参考系列として公表された。わざわざ

「生産側」と名前がついているのには訳がある。ＧＤＰを支出面から見ても生産面から見ても分配面

から見ても、すべて同じ値になるというのが「三面等価の原則」であるが、我が国では支出面からみ

たＧＤＰが中心とした公表となっている。四半期別ＧＤＰ速報（ＱＥ）でも、基本的に支出側ＧＤＰ

のみの公表となっており、生産面、分配面からみたＧＤＰの公表は年次推計の段階まで待つ必要があ

った（公表は年間の値のみ）。このうち、生産側からみたＧＤＰを四半期別にＧＤＰ速報として開発

しようという取り組みが内閣府により行われてきたが、ようやく今回、新たに公表される運びとなっ

た1（参考系列としての公表）。主要先進国では、生産面、分配面からの四半期別ＧＤＰも公表されて

おり、日本は遅れをとっていたが、今回の生産側ＧＤＰの公表で、一歩前進することになる。 

 生産側ＧＤＰは「どのような経済活動（産業）によって付加価値が生み出されたか」という観点か

らＧＤＰを捉えたものであり、「生み出された付加価値が家計や企業等にどのように分配されたか」

                             
1 公表日は、原則としてＱＥ２次速報公表の翌月。 

○ 内閣府より生産側の四半期別ＧＤＰ（生産ＱＮＡ）が参考系列として公表された。我が国のＧＤＰ

は支出側を中心とした公表となっているが、生産側ＧＤＰの公表により、産業別のＧＤＰの動向が

四半期で把握できるようになる。より多面的にＧＤＰを捉えることができるため、景気判断を的確

に行う上で有用である。 

 

○ 2020年４-６月期の動向をみると、「宿泊・飲食サービス業」や「運輸・郵便業」、娯楽業が含ま

れる「その他サービス業」の落ち込みが極めて大きく、対面型サービス業が極めて深刻な悪影響を

受け、ＧＤＰ成長率を大きく押し下げたことが見て取れる。 

 

○ 残された課題は、分配側の四半期別ＧＤＰ速報の開発・公表。分配ＱＮＡの作成が実現できれば、

ＧＤＰを３面から把握することができるようになる。実現には時間がかかりそうだが、できるだけ

早期の開発を期待する。 

 

○ 経済構造の変化等に伴い、統計作成の上で様々な課題が生まれている一方、その課題に対処するマ

ンパワーが恒常的に不足している。諸外国と比べても人員は明らかに少なく、人員の増強は喫緊の

課題。政府は統計人材の確保・育成を進め、経済統計の作成体制を整備することが求められる。 
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からみた分配側ＧＤＰ、「配分された付加価値をどのように使ったか」からアプローチした支出側Ｇ

ＤＰと対比される。生産側ＧＤＰをみることで産業別の動向が把握できるようになり、四半期ごとの

ＧＤＰの変動について、どの業種が牽引し、どの業種が足を引っ張ったか等が分かるようになる（公

表されるのは 29業種。うち製造業は 14業種）。こうした情報は、これまで公表されていた支出側Ｇ

ＤＰからは得られないため、今回の生産側ＧＤＰの公表開始により、より多面的にＧＤＰを把握でき

るようになる。このことは、景気判断を的確に行う上での大きな助けになるだろう。また、結果をそ

れぞれ比較・照合することで、ＧＤＰ推計手法の見直し・改善に繋げて行くことも期待される。 

 

コロナ禍における対面型サービスの落ち込みがＧＤＰでも確認 

 実際に、公表された生産側ＧＤＰの動きを確認してみよう。新型コロナウイルス感染拡大の影響で

歴史的な落ち込みとなった 2020年４-６月期の動向をみると、第三次産業の落ち込みが非常に大きい

ことが分かる。これは、製造業中心の落ち込みだったリーマンショック時とは大きく異なる。さらに

第三次産業の内訳をみると、「宿泊・飲食サービス業」や「運輸・郵便業」、娯楽業が含まれる「そ

の他サービス業」の落ち込みが極めて大きく、人の移動の抑制や接触の極端な回避により、いわゆる

対面型サービス業が極めて深刻な悪影響を受け、ＧＤＰ成長率を大きく押し下げたことが見て取れ

る。また、21年以降の動きでは、供給制約の影響から輸送用機械が押し下げ要因となっていたことな

ども確認することもできる。 

こうした対面型サービスの落ち込みや自動車における供給制約の影響については、これまでも多く

指摘されてきたことではあるが、実際にＧＤＰにおいてその影響度合いが四半期の数値として確認で

きることの意義は大きい。 

 これまでも年次推計において生産側ＧＤＰは公表されており、産業別の動向が全く把握できないと

いう状況だったわけではない。しかし、年次推計値の公表は非常に遅いため、リアルタイムでの景気

判断には用いることができない上、年間合計の値しか公表されないという問題があった。たとえば、

同一年内で大幅な落ち込みとその反動が生じた場合、年間合計でみると四半期の動きがかき消されて

しまい、景気の変動が読み取り難くなる。四半期の数値が公表されることでこうした問題が解消され

るほか、より早期（２次ＱＥ公表の翌月）に産業別の動向が確認できるようになるため、有用性は大

いに高まる。今後、生産側データの活用が進むだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）内閣府
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本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所調査研究
本部経済調査部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく
変更されることがあります。また、記載された内容は、第一生命保険ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。 
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分配側ＧＤＰの作成が課題。求められる統計作成体制の整備 

 内閣府は、かねてより要望の多かった家計可処分所得や家計貯蓄率の四半期別速報について、2019

年８月より参考系列として公表を始めている。また、長年の課題だった生産側系列の四半期速報（生

産ＱＮＡ）についても、今回ようやく公表に漕ぎつけた。いずれもユーザーの利便性に大いに資する

ものであり、内閣府の情報提供拡充に向けた取り組みは高く評価されるべきと考える。 

 残された次の課題は、分配側の四半期別ＧＤＰ速報（分配ＱＮＡ）の開発・公表である。これが実

現すれば、ＧＤＰを支出面、生産面、分配面の３面から多角的に把握できるようになる。 

 もっとも、分配側の四半期別ＧＤＰについては開発が遅れているのが現状だ。分配側ＧＤＰは、現

在公表されている年次推計値についても様々な課題があることが指摘されており、現在は年次推計値

の精緻化・精度向上が目指されている段階だ。計数の四半期化への取り組みはその後ということにな

り、作成・公表までにはかなり時間がかかりそうだ。ただ、分配側ＧＤＰは、支出側、生産側のＧＤ

Ｐとは使用される基礎統計も推計手法も大きく異なるため、新たな情報の追加という面でも整合性の

チェックという面でも意義は大きい。できるだけ早期の開発・作成を期待したい。 

 こうした分配側ＧＤＰの開発のほかにも、現在内閣府ではＧＤＰの精度向上等に向けて様々な取り

組みが行われている。そうしたなかでネックとなるのがマンパワーの不足だ。日本のＧＤＰの作成を

担当する部門の人数は、他の先進諸国と比べても明らかに少なく、見劣りが否めない。対処すべき課

題の多さに比べて人員は不足していると言わざるを得ず、結果として課題への対応が進み難くなって

いるのが現状だ。国民経済計算は日本の経済統計の根幹であり、国の重要なインフラともいえる。人

員の増強は喫緊の課題であり、速やかに対処することが求められる。 

 なお、統計人材の不足に悩まされているのはＧＤＰに限らない。経済統計は国の姿を映す鏡のよう

なものだ。経済統計の結果をもとに景気実態が判断され、それが金融政策や財政政策、ひいては国民

の生活にも大きな影響を与えることを考えると、鏡が歪まないよう絶え間なく整備を行い、常に正し

い姿が映し出されるようにすることの重要性は極めて大きい。今後、政府が統計人材の確保・育成を

進め、経済統計の作成体制を整備することを期待する。 
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